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○ 23年3月期につきましては、連結営業収益1兆3,955億円、
連結営業利益839億円、連結当期純利益885億円となりました。

○ ご利用の回復と構造改革が進捗したことなどにより、20年3月期以来3期ぶりに
各利益項目で黒字となりました。

○ また、いずれにつきましても通期の業績目標を達成することができました。
○ なお、産業競争力強化法に基づく事業適応計画の認定を受けたことによります

税効果特例分を除きますと、当期純利益は450億円となります。
○ 24年3月期につきましては、連結営業収益1兆5,120億円、

連結営業利益1,150億円、連結当期純利益665億円を見込んでおります。
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○ 運輸業の実績につきまして、ご説明します。
○ 23年3月期の運輸収入は、前年対比+2,068億円増、

コロナ前となる19年3月期対比では79.5％の6,945億円でした。
○ 内訳はご覧のとおりですが、うち新幹線につきましては、山陽新幹線が3,191億円、

北陸新幹線が325億円でございました。
○ 感染第8波の収束後、再びご利用が回復に転じたこともあり、運輸収入としては

計画比+215億円の増収でした。
○ そのほかの事業につきましては、セグメントにより濃淡はあるものの、全体として

第4四半期は計画よりも強く推移しました。詳細は資料をご覧ください。
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○ ここからは、先日公表いたしました「JR西日本グループ⾧期ビジョン2032」、
「中期経営計画2025－ポストコロナへの挑戦－」についてご説明します。

○ まずは、前中計の振り返りです。当社グループは18年4月に「中計2022」を
公表したものの、20年初頭より新型コロナウイルスの感染が拡大し、経営環境の
激変に直面しました。

○ 4つの基本方針を掲げ、迅速に初動対応を行ったほか、20年10月には
「中計2022見直し」を公表し、4つの戦略軸のもと、変革・復興に取り組んで
まいりました。

○ 財務面では機動的な債務調達、公募増資も実施し、厳しい経営環境下においても、
変化対応力の向上、将来の成⾧に向けた施策への投資に努めてきました。

○ コロナ禍が想定より大幅に⾧引いたこともあり、結果的に「中計2022見直し」で
定めた経営目標数値は未達になりましたが、構造改革をはじめ、変革・復興の
取組みは着実に進捗させてきました。
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○ 経営環境の激変、それに伴う経営課題が存在するなかで、いま一度、私たちの
存在意義、社会に果たすべき役割を見つめ直しました。

○ その過程で、お客様の安全・安心な移動を提供するサービスの重要性はもちろんの
こと、お客様の暮らしに寄り添い一人ひとりのお客様が思い描く“暮らし”そのものに
対象を
拡げたサービスを様々なパートナーとも協力しながら提供する重要性を認識いたしま
した。
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○ これは、ポストコロナへの挑戦という大きな転換期を迎えた当社の、価値創造の
体系を表したものです。

○ 未来社会を見据えた当社グループの存在意義である「私たちの志」、パーパスを
掲げるとともに、10年後に実現したい未来として「⾧期ビジョン2032」を設定し、
これらを目指していく第一ステップとして「中期経営計画2025」を位置付けております。
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○ 中計2025は、「私たちの志」、「⾧期ビジョン2032」からのバックキャスティングによる
向こう3ヶ年の実行計画です。

○ 期間を従来の中計の5年間より縮めて3年間としたのは、経営環境の変化に
スピーディに対応することや、大阪・関西万博や北陸新幹線敦賀開業といった
大きなイベント、プロジェクトが26年3月期までに集中することを踏まえ、
ポストコロナへの挑戦を力強く進めるためです。

○ 関西圏、西日本エリアの発展、社会や地域の課題解決に貢献することを通じて、
28年3月期には運輸収入と連結営業利益、連結EBITDAをいずれもエネルギー
コスト影響を除いたコロナ前水準に到達させることを目標とします。

○ さらに、人と人、人とまちをつないで移動そのものを創り出すことや、個々のお客様を
把握し、生活や地域に密着した事業を展開、お客様の暮らしに寄り添って価値を
創造していく事業分野をライフデザイン分野と定義し、33年3月期には
連結営業利益に占めるライフデザイン分野の割合を40%に拡大します。
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○ ⾧期ビジョン実現に向け、すでに様々なプロジェクトを始動させています。
○ 万博やインバウンドといった機会を最大限活かし、地域の皆様に寄り添った

価値創造、沿線づくりを行っていきます。
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○ また、豊富な観光資源を活かした西日本エリアへの誘客や、持続可能で
暮らしやすい地域づくりを通じて、西日本各エリアのさらなる活性化に取り組みます。
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○ 本年3月にはイノベーションの実験場と位置付けるJR WEST LABOを擁する、
大阪駅のうめきたエリアを開業させました。

○ 今後の新たな価値創造に向けて、イノベーションが創出される環境を社内に整える
とともに、社外のパートナーの皆様とも手を携えて、変化対応力ならびに変化創出力の
向上に取り組んでまいります。
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○ ここからは中計2025における具体的な戦略についてご説明します。
○ 鉄道の安全性向上を最優先することは、新たな経営計画においても不変です。
○ 「福知山線列車事故のような事故を二度と発生させない」ことは変わることのない

当社グループの決意であり、被害に遭われた方々に真摯に対応するとともに、
お客様を想い、ご期待にお応えすべく、安全を最優先する考動を実践してまいります。
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○ 中計2025のテーマをあえて一言で表しますと「鉄道の活性化と事業ポートフォリオ
の
最適化」となります。

○ 鉄道事業をはじめとする主要事業においては活性化と構造改革を進めつつ、
不動産・まちづくりやデジタル活用、新たな事業といったライフデザイン分野においては
事業領域を拡大させ、ポートフォリオの最適化を図っていきます。

○ これらの取組みを通じて、28年3月期には、コロナ前の業績水準への回復、
そして超越していくことを目指します。
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○ 鉄道事業における見通しについてご説明します。
○ まずは収入です。基礎的なご利用の想定はスライド右下に記載のとおり、新幹線は

今期末にかけて9割に回復、その後は同水準で推移する想定です。
○ 一方、失った1割を取り戻すべく、需要を創出する様々な施策を展開していくほか、

本格的に回復するインバウンド需要も着実に取り込み、いずれも23年3月期からの
増収分として、それぞれ記載のような見込みを立てております。
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○ 次にコストです。
○ この間取組みを進めてきました構造的コスト削減については、23年3月期は

▲200億円削減の計画に対し、▲260億円削減と超過達成することができました。
○ 今中計においても、お客様サービス・運行オペレーション・保守メンテナンス手法の

3つの変革などに取り組み、26年3月期には▲400億円、28年3月期には
▲500億円の削減を目指します。

○ 一方で、エネルギーコストといった外部要因によるコスト増、成⾧分野であるデジタル
戦略や新規事業関連のコスト増、人的資本の強化など、単体営業費用全体とし
ては
ご覧のように増加する見込みです。
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○ ここからはライフデザイン分野の取組みについてご説明します。
○ 不動産・まちづくりです。
○ 西明石や向日町では、周辺の事業者様と連携し、駅を中心としたまちづくりプロジェ

クト
が進行中です。それぞれの地域特性に応じたコミュニティの形成を通じて、地域・社
会の
課題解決に貢献してまいります。
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○ 大阪や広島といった拠点駅での大規模プロジェクトも進めています。駅立地という
当社の強みを生かしたビル開発を行うとともに、周辺の事業者様と共に
エリアマネジメントを推進し、人々が訪れたくなる、いきいきとした「まち」を創出する
ことで、記載のプロジェクト効果を達成してまいります。
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○ デジタル戦略によるシナジー最大化です。
○ データやデジタル技術を駆使し、お客様一人ひとりとグループの多様なサービスを

つないで、いつまでも住み続けたい・また来たいと感じる「WESTER体験」を提供
したいと考えています。

○ そのために、①お客様とのつながりの進化、②「たまりやすい、つかいたい」ポイントへ
の
進化、③グループマーケティング力の進化の3つに加えて、④「WESTER体験」を支
える
新たな決済サービスの導入に取り組みます。

○ このうち、新たな決済サービスにつきましては、店舗側で端末が不要な、いわゆる
QRコード決済と、資金を授受、送金可能なウォレット機能を組み合わせたサービス
を提供
します。

○ これにより、端末が必要で、ICOCAやJ-WESTカードの導入が困難であった
中小企業への裾野を拡大するとともに、ウォレットからはICOCAチャージやJ-WEST
カードの利用額支払いといった連携も行い、WESTERポイントも活用しながら、
当社が運営する決済デバイスのシナジー発揮を狙い、決済機能の進化による生活
サービスへの浸透を目指します。

○ 当社個客のカスタマージャーニーに沿った利便性向上を図り、新たな決済を通じて
当社のファンをさらに増やしていく考えです。
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○ 4つの取組みを記載しておりますが、このうち「総合インフラマネジメント事業」について
説明します。

○ 民営化後、鉄道を再生し、世界でも有数の輸送サービスとして進化させ続けてきた
組織能力を活かし、道路や橋梁、上下水道といった社会インフラを広範囲に複合的
に
マネジメントすることにより、これからの社会にも適合し、快適に使い続けられるものへ
と転換する「総合インフラマネジメント事業」に進出します。

○ これまで鉄道事業で培ってきた「⾧期視点のアセットマネジメント」や
「地域とのつながり」などといった様々な組織能力を活かすほか、外部パートナーとも
連携しながら、地域の課題解決、産業化に貢献します。

○ 「デジタル戦略」と「新たな事業の創出」では、本計画期間中に650億円の
設備投資を計画、+50億円の増益効果を見込んでいます。
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○ ここからは、ご紹介した取組みを踏まえた財務目標や、セグメント別の見通しなどに
ついてご説明します。

○ 本計画においては、「利益創出力」「経営効率」「財務規律」のほか、ライフデザイン
分野からの利益構成比について、26年3月期に目標とするKPIを設定しています。

○ また、外部要因であるエネルギーコスト影響を除いた目指すコロナ前の水準として
28年3月期における目標水準をお示ししています。

○ 26年3月期の連結営業利益は1,500億円、連結EBITDAは3,400億円を
目指します。

○ 同じく連結ROAは4％程度、連結ROEは8％程度を目指します。
○ いずれも28年3月期に向けましては、さらなる成⾧もしくは改善を目指し、

連結営業利益は1,850億円、連結EBITDAは3,800億円を目標水準とします。
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○ 開示セグメントの変更について説明します。
○ 4月より鉄道カンパニーを発足させたことに伴い、従来の運輸業をモビリティ業として、

構成会社を再編いたしました。また、ホテル業を不動産セグメントに組み入れたほか、
旅行業を新たにセグメント化しています。詳細については記載のとおりです。
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○ ここからはセグメント毎に、今期及び計画期間中の見通しについてご説明します。
○ 鉄道の基礎的なご利用想定は先ほどご説明した通りで、ここにインバウンド需要や

施策効果等が加わり、運輸収入の今期予想は8,070億円、26年3月期の目標
は
8,600億円です。もっとも、北陸新幹線の敦賀延伸開業及び大阪・関西万博の
影響につきましては、いずれも加味しておりません。

○ なお、今期の新幹線の収入計画4,190億円の内訳として、
山陽新幹線は3,810億円、北陸新幹線は380億円です。

○ また、開示セグメントの変更により、従来、その他の事業に含まれていた工事業が
モビリティ業に含まれておりますのでご留意ください。
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○ 不動産業です。これまでの不動産賃貸・販売業、SC業に加えて、ホテル業が
新たに含まれています。

○ 不動産賃貸・販売業は、販売事業における期ずれや、大阪・広島における大規模
プロジェクト開業に伴う費用増などにより、今期予想、26年3月期目標とも
23年3月期比増収減益の見通しです。

○ SC業におきましては、今期のSC売上高を概ねコロナ前水準と想定しており、
26年3月期には3,800億円まで成⾧させる計画です。

○ ホテル業では、マリオット社との提携ブランド「大阪ステーションホテル オートグラフ
コレクション」の開業を24年夏に予定しております。これを契機としてブランドを
再構築し、26年3月期のADRについて、コロナ前比+2割増を目指します。
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○ ここからはサステナビリティ経営の実現に向けた取組みについて、ご紹介します。
○ まず、地球環境についてです。
○ 社会インフラを担う企業グループとして、地球環境保護の取組みを通じ、事業活動

の基盤である社会の持続可能性を高めることに貢献することを目指します。
○ なかでも、重要なテーマとして、CO2排出削減といった「地球温暖化防止・

気候変動対策」、省資源・リサイクルの推進といった「循環型社会の構築」、
水資源や生物多様性の保護といった「自然との共生」の３つを主な柱に据え、
グループ一体となって地球環境保護の取り組みを進めます。
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○ 持続的な企業価値の向上を実現するためには、ビジネスモデル、経営戦略と
人財戦略との連動が不可欠です。経営戦略と人財戦略を連動させるため、
経営として個々人の成⾧を支援し、多様性と働きがいを高め、変化対応力と
変化創出力を有した人財ポートフォリオを構築します。

○ 人財育成、ダイバーシティ&インクルージョン、ワークエンゲージメントの3つの取組みを
軸にした人財戦略をグループ全体で推進していきます。
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○ 地球環境、人的資本経営についてはご覧のとおりKPIを設定しています。
○ なお、安全に関する目標指標については41ページに掲載しております。

35



○ 設備投資計画です。
○ 本計画期間中は連結で9,000億円の設備投資を計画しております。
○ 28年3月期まででは、1兆4,000億円を想定しており、前中計に比べて2,225億円増

と
なります。

○ 安全性向上は変わらぬ経営の根幹であり、安全投資を着実に実施してまいります。
○ また、鉄道をはじめ主要事業の活性化と構造改革、あるいはライフデザイン分野に

おける事業拡大など、ポートフォリオの最適化と今後の成⾧に向けて、資源を投じて
いきます。
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○ 財務戦略と株主還元についてご説明いたします。
○ 事業ポートフォリオを最適化していく転換期に際し、ポストコロナにおけるキャッシュフ

ロー
創出力の回復を踏まえた適切な財務規律として、今回、26年3月期における
ネット有利子負債/EBITDA倍率を5倍以下といたしました。

○ 株主還元については、これまでどおり⾧期安定的な株主還元を重視する姿勢は
堅持しつつ、配当性向35%以上といたします。

○ スライド下段にお示ししておりますとおり、持続的な企業価値向上を図るとともに、
余剰資金が生まれた場合には、「機会をとらえた資本政策」を実施する考えです。
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○ 最後に、23年3月期及び今期の配当についてです。
○ 23年3月期の期末配当につきましては、当期純利益の計画過達を踏まえ、

中計2022見直しにおける還元方針どおり、配当性向35%程度となる
1株75円の予定です。これにより、通期では1株125円となる予定です。

○ 今期については、新たにお示しした還元方針に基づき、通期で1株100円とする
予定です。

○ 大阪・関西万博開催をはじめとする多くのイベント、これまで取り組んできた多くの
施策が花開く26年３月期までの3年間を「ポストコロナへの挑戦」と位置づけ、
さらなる変革と復興に集中的に取り組みます。

○ さらには、いち早く進化・成⾧の新たなステージに移行し、⾧期ビジョン2032の
実現に向けて、さらなる成⾧を目指してまいります。
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